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せるばか りでなく,高 齢化社会の到来という社会変化によって,最 優先課題順
位にも変化を生 じさせることになるt-Q
優先順位の必然性 として,社 会福祉対策,社 会保障対策(福 祉,保 健,医 療,
年金,雇 用,住 宅,環 境 教育)の 分野で高齢化への対応が推進 されなければ
ならない。
人口構成の変化 は,平 均寿命の延びと少子化によって生ずる。 こうした社会
変化 は,福 祉面 においては老人福祉,児 童福祉を強調するが,実 際に直面する
問題 は多方面 に及ぶ。本来,社 会は,歴 史の流れという流動性のもとで変化す
ることを宿命 とする。仮 にこれを歴史的宿命 というならば,平 均寿命の延び,
少子化傾向か ら来る社会現象 は,医 学,薬 学 の進歩と発達の結果 もた らした









第一章 生涯 学習へ の ニ ーズ
私は,新 聞投稿で一っの主張をしたことがある。私の主張は 「生涯学習ニー
ズの高まりに伴 って,地 方行政が生涯学習を奨励 し生涯学習都市を宣言すると
ころもある。地方行政は市民(地 域住民)の 学習ニーズに答えるべ く,生 涯学
習への参加を奨励する。この趣旨に,私 も全 く賛成である。
休日を利用 して,生 涯学習講座にでかける著名人を講師に招いての大会場で
の講演(生 涯学習講座)に は,熱 気に満ちたスターを見 るショーのような感 じ
さえある。
一方で,公 民館で開かれている生涯学習講座がある。講師と市民がともに参
加 し,生 涯学習を共有 している雰囲気が伝わって くる。
著名人の講演は,聴 講者を魅了する。専門的で,ド ラマチックで,情 緒的で,






生涯学習へのニーズは,昭 和56年 の中央教育審議会の答申では,「 人間は,
その自然的,社 会的,文 化的環境 との関わり合いのなかで自己を形成 していく
ものであるが,教 育は,人 間がその生涯を通 じて資質 ・能力を伸ば し,主 体的
な成長 ・発達を続けていく上で重要な役割を担っている ・・…
今 日,変 化の激 しい社会にあって,人 々は自己の自己の充実 ・啓発や生活の
向上のため適切かっ豊かな学習の機会を求めている。 これらの学習は,各 人が
自発的意思に基づいて行なうことを基本とするものであり,必 要に応 じ,自 己
に適 した手段 ・方法は,こ れ らを選んで生涯を通 じて行なうものである。この
意味では,こ れを生涯学習と呼ぶにふさわしい」2)
中教審の答申にみる限り,生 涯学習へのニーズは,社 会環境との関係におい





機能を相互の関連性を考慮 しっっ総合的に整備 ・充実 しょうとするのが生涯教




制度,社 会教育制度)・生涯教育制度の立場にたち,教 育制度全域にわた って,
国民の学習ニーズに答えることを目的とする。学校教育制度 ・社会教育制度は,









が出来ず,生 涯学習ニーズの変化とそれに伴う 「自己実現」「自己啓発」 のあ
り方を自己とパーソナリティの視点に縛ることな く,社 会的存在 ・社会的関係
との相互作用において生涯学習の意義,効 用を考えなければならない。
学齢期においては,パ ーソナルティの形成が学習の主たる目的であ り,人 格
形成を学習の目的とする。その主たる機関が小学校であり中学校である。義務
教育機関としての小 ・中学校は,「教育を受ける権利」(憲 法第26条)・ 「すべて
の国民が九年の普通教育を受ける(就 学)義 務及びその無償制が明記されてい
る」(教 育基本法第4条)・ 「地方公共団体は義務教育諸学校の設置(施 設 ・設
備の整備)義 務を負っている」(学 校教育法第29条)は 「教育 の機会均衡の原
則」(教 育基本法 §3)と 共に,国 民の教育を受ける権利の思想を制度化 した
ものであり,更 に上級学校(高 等学校 ・大学)へ の進学機関を設置し,社 会人 ・
高齢者に対 しては,「人生に自己啓発 と生涯学習は一生切 り離せない ものであ
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るが,社 会,経 済環境の変化が著 しく女性の社会進出,人 口の高齢化が進んで












生涯学習については成人教育 ・社会教育 ・労働教育 ・人権教育等々,開 設機




れる組織的な教育活動(体 育,レ クリエーションの活動を含む)」 をいい,近
年,特 に国民の教育権 ・学習権の思想によって,ラ イフサイクルの変化に対応
するきざしをみせている。5)
社会教育の促進をはかるため,社 会教育主事等の専門職員の設置,社 会教育
関係団体,公 民館,学 校施設の利用,通 信教育等に関する国及び地方公共団体
の任務や活動を明示 している。
成人教育 も社会教育と同義語に使われる。教育の形態は政治 ・経済 ・社会 ・
教育の諸組織と関連 しなが ら,学 校教育を終了 した成人に対する教育活動の総
称である。
社会教育 ・成人教育機関は,国 及び地方公共団体の社会教育 ・成人教育(生
涯学習)に 対する行政指導のもとで 「学校教育を終了 した者」を対象として行
なわれる 「生涯教育」であり,「学校教育を終了 した者」 の学習ニーズに対応
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した 「生涯学習」である。
社会教育 ・成人教育の実施機関は,国 ・地方公共団体の行政指導のもと,国 ・
地方 自治体主体,民 間主体に大別できるが,地 方自治体で 「生涯学習宣言」す




私は大学通信教育部出身(佛 教大学社会福祉学科S49年3月 卒業 ・同専攻科
佛教学専攻S52年3月 修了 ・同社会学科S56年9月 卒業 ・近畿大学法律学科H
4年3月 卒業 ・現在,本 学社会福祉学科社会福祉士コース在籍中)と い うこと
もあって,ラ イフサイクルの変化 と大学通信教育部の果たす 「生涯学習」への
社会的役割にっいてかねてより深 く関心があった。
生涯学習の学習主体は国民であり,市 民であるが,ラ イフサイクルの社会学
か ら考察すれば,学 齢前(幼 児期)・学齢期(少 年期)・青年期 ・壮年期 ・老年
期 と社会関係,社 会的役割の視点に立っ ことが重要であり,生 涯学習主体は
「成人 ・社会人」に限定することなく,「人間として生れたから死ぬまで」 を
「生涯学習対象」 として,「生涯教育機関」は捉えなければならない。
生涯学習の意義は,国 民 ・市民参加にあり,国 ・地方公共団体主催の生涯学
習は,有 名人 ・著名人を講師に招いての講演が主であり,生 涯教育を積極的に
推進するためには,生 涯学習主体である国民 ・市民参加を忘れてはならない。
生涯学習の基本原理は,国 民 ・市民主体の積極的参加である。国民 ・市民のラ
イフサイクルに応 じて,生 涯教育機関は生涯学習ニーズに答えることによって,
学習資源を還元 しなければならないのである。
第二 章 ライ フサ イ クル とい じめ
21世紀 は高齢化社会から,超 高齢社会に突入する。 ライフサイクルは個人の
成長,発 達過程において捉えるばかりでなく,超 高齢化社会と生涯学習 という
観点から,社 会的関係 ・社会的役割において考察 しなければならない。 ここに
考察する対象 は 「ライフサイクルといじめ」である。「高齢化社会」 と 「いじ
あ」は性格的に別次元にあるように思えるが,「高齢化社会」 も 「いじめ」 も,
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共に 「福祉」,「教育」の専門的分野 において解決される問題ではなく,社 会構




するばか りである。共に国民的課題であり,市 民的課題 として 「社会問題」の
範疇で私は考える。双方の問題 は 「高齢化社会」のおいては乳幼児か ら青年,
高齢者に至るまですべか らく 「私」に関わって来る問題であり,「 い じめ」 に
おいては,親 にとっては 「我が子」の問題であり,「子供の自殺」 という問題
においては,「私達全体」に関わってくる問題として自覚 しなければならない。
特に学齢期にある児童,生 徒を学校 という教育機関において 「自殺」へと追い
やっている社会的背景を把握することは,教 育的課題 として 「学校」「教育行
政機関」「教師」「生徒」「両親」の範囲で解決することが困難な状況 にあり,
児童 ・生徒の人権といじめという問題が複雑に絡み合 っており,児 童 ・生徒の
人権保護といじめ,暴 力,登 校拒否,教 育を受ける権利(憲 法第26条)の 剥奪
とも関わって くる 「社会問題」 として認識 し,究 明する社会的責任の一端を担
うものである。
私は社会問題として 「いじめ」を自覚 し,「生涯学習」のなかで取 り組む。
その願いは 「いじめ」の根絶であり,「自殺」から児童 ・生徒を救済すること
である。児童 ・生徒の人権保護対策の現代的課題は 「学校」における 「いじめ」
を表面化 し,社 会問題化することによって 「生涯学習」 の本質的課題 とし,
「生涯学習」の内容 とするのである。生涯学習がいじめ問題を対象 とす る時,
私達はライフサイクルの変化に応 じて,教 育問題,法 律問題 犯罪問題として,
個人のライフサイクルの範囲で 「生涯学習課題」 として積極的に問題提起 し,
解決策を究明することで国民的 ・市民的責任を果たし,社 会的責任を果すので




生活周期を形成→発展→衰退と3区 分(15歳 までの前再生産期,15～50歳 の再
118
生産期,50歳 以上の後再生産期)と したことに出発する。個人 と社会 との間の
様々な関係を時系列的に捉えるための座標軸のようなものであ り(中 略),一
つの世代か ら次の世代へと移 る間の人間の一生とその発達途上の一連の過程を
ライフサイクルという。 ライフサイクルには生れてか ら死に至るまでに,い く
っかの重要な出来事,っ まり道標がある。 これらは誰もがいずれ経験 し,一 世
代の人生の過程を形づくるのである」6)
人間が生れて死に至るまでの過程がライフサイクルである。現代社会 は余暇
の増大情報の複雑多様化,産 業社会 と合理化,核 家族化教育の高度化や科学の
進歩,価 値観の多様化など,社 会構造上の変化や特質によって,個 人の座標軸,
道標であるライフサイクルが 「子供の教育」「子供 の独立」「親になること」
「教育の高度化」「核家族化」「いじめ」と変化する。即ち,個 人のライフサイ
クルは社会問題を想定 し,そ れを避けて通ることができないことを宿命 とする
のである。「いじめ」を 「社会問題」として想定することによって,個 人のラ
イフサイクルは社会問題 と対決 し,解 決の方法を模索 していくことになるので
ある。個人のライフサイクルの変化 と社会問題の間に介入する社会資源の一つ
が生涯教育であり,生 涯学習である。個人のライフサイクルは 「いじめ」「自
殺」を座標軸,道 標 とすることによって,生 涯学習を介入させるのである。例
えば,い じめ問題に対する今 日までの問題対策傾向は,「学校」や 「児童」「生
徒」の個人 レベルに象徴される児童文学作家 ・那須正幹氏は 「『小 ・中学校 の
自治会活動活性化がいじめ根絶の道一いじめ問題に頭を痛める学校や自治体は,
現在 しきりに教師や父母によるチエックとカウンセリングに力を入れているが,
要は,子 供達自身の浄化作用 というか,子 供達が,自 らそうした行為にブレー
キをかけない限り,い じめ問題の根絶は不可能ではないか(中 略),子 供が自
分の意見を堂々と発表し,そ れが学級全体の問題として熱心に討議されるよう
になれば,子 供達は自然と社会性を身にっけるし少なくとも大人の手を借 りな
いで,も ろもろの トラブルを解決する手段を発見するに違いない。遠回 りであ
るが,こ れこそが,い じめの根絶の道ではないだろううか」(平 成7年12月12
日 ・京都新聞夕刊)
問題が深刻化すればするほど,対 策や解決策を多様化させる。いじめ問題の
深刻化は,社 会問題 としての根深 さを痛感 させるのである。 しか し,児 童 ・生
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専門機関,専 門家の期待するところは,そ れ らの総合作用としての国民 ・市
民の理解 と協力を要請 しているのである。「いじめ」に対する専門的認識や援
助を,私 達 は要請 されているのである。個人のライフサイクルはい じあ問題を
座標軸,道 標 とすることにより,専 門機関,専 門家の援助を要請 し,専 門機関
専門家 は,国 民 ・市民の理解 と認識を要求 し国民 ・市民は生涯学習を介在させ
ることになる。
生涯学習は,い じめ問題に積極的に関わる相互作用の機能を果たす。個人の
ライフサイクルは 「いじめ」を自覚することにより,問 題の根深さを痛感 し,
いじめ問題を 「社会化」するのである。現代社会は,あ らゆる人口構成,年 齢
構成 により,多 種多様なライフサイクルを生 じさせる。こうしたライフサイク
ルに一っの方向性を示 し,社 会問題としていじめを根絶させるための相互作用
の役割を果たすのが,生 涯学習なのである。
第三 章 大学 通信 教育部 と生 涯学 習
大学通信教育部は,学 校教育法による学校通信教育である。正規の大学課程
であり,卒 業時には 「学士の学位」が授与され,通 学課程と同一 レベルにおい
て授業が行なわれる。大学通信教育 という性質上,通 信教育という授業形態で
大学教育を保障すると共に,国 民 ・市民に対 して大学教育 ・研究機関を開放す
る役割を果たす ものである。従 って,進 学希望者 ・在籍者はあらゆる階層 ・ラ
イフサイクルに及び,憲 法26条 「教育を受 ける権利」を高等学校卒業年齢に当
たる18才以上の人々(高 等学校卒業者)に 保障するのである。また,入 学資格
のない人に対 しては大学入学資格認定を果た し,合 格者に対 して正規の課程に
入学させる制度が保障されている。
大学通信教育の民主化,開 放という性質上あらゆる階層の学習ニーズに答え
ることを目的として講座(研 究課程 ・資格課程)が 開設される。大学教育 ・研
究機関が通信教育 システムを採用することによって,国 民 ・市民に対 して大学
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進学機会を均衡に保障することから,生 涯学習の役割を果たす ものである。
京都に唯一開設するB大 学通信教育部の場合,専 攻科(専 攻科では唯一の通
信課程)・文学部に仏教学 ・史学 ・国文学 ・中国文学 ・英文学 ・教育学,社 会
学部に社会学 ・応用社会学 ・社会福祉学の各専攻がおかれ,科 目履修Aコ ース
(教員免除を取得するコース),科 目履修Bコ ース(選 択 ・教養 コース),入 学
資格認定コース,書 道教養講座,仏 教教養講座が開設され,入 学者の学習ニー
ズに答えると共に,国 民 ・市民の生涯学習ニーズに対応するのである。
入学希望者の年齢層 は18歳から80歳に及び,今 日の入学志願傾向をみると,
社会福祉学科 に学生が集中する傾向にある。 このことは,今 後の社会動向が少
子 ・高齢化社会にあり,そ れらの社会動向をあらゆる階層やライフサイクルが
その重要性を社会問題 として共通認識することか ら出発 している生涯学習テー
マとしての緊急度がましているためと考え られる。(こ れ以外 の要因 として,
社会福祉士の受験資格取得がある)




の意義を強調すると共に,社 会教育 ・成人教育機関としての 「大学通信教育の
役割」を強調するのである。
一般大学の場合,入 学希望者のライフサイクルは18歳位に限定されるが,通
信教育の場合,18歳 か ら80歳のライフサイクルに対応 しなければならない。通
信教育入学対象者の学習ニーズは一様ではないが,「 いじめ問題」「高齢者福祉」
に向かう時,生 涯教育機関 としての大学通信教育部の社会的役割は客体 として
の学生集団を一定のライフサイクルに限定することが出来ないのであって,多
様的ライフサイクル集団として捉えなければな らない。
特に社会学,社 会福祉学の範囲と対象は上記の点を包括 しているため,入 学
希望者が集中する傾向にあるということは,10代 ・20代・30代 ・40代 ・50代 ・
60代 ・70代 ・80代の個人のライフサイクルが有機的にっながり,「いじめ問題」






社会設計を実現するための手段 ・技法 として,生 涯教育機関としての大学通信
教育部を認識 し,自 己の学習ニーズを充足するために,ラ イフサイクルの変化
の過程で,学 習テーマを設定することで入学を決心する。学習テーマが自然に










け,触 発 されている。ライフワークの多様化や変化に伴 って,生 涯学習に重要
な役割を果たす教育 ・研究機関として大学通信教育部の存在意義は大きい。
生涯学習の扉は,自 らによって開かれる。家庭に,職 場に,地 域社会に,社
会に生涯学習の素材がある。生涯学習 との出会いによって,新 たな自己を発見
し,豊 かな人生を築いてほしい」 と感想を述べた。
個人のライフサイクルに応 じて,学 習ニーズを充足 してこそ,大 学通信教育
部は生涯学習機関となりうるのである。大学通信教育部 は,社 会的責任 として
生涯学習資源を国民,市 民に還元する義務 と使命がある。大学通信教育部は生
涯学習資源を 「還元」するという義務 と使命観のもとで,市 民権を得たことに
なるのである。
おわ る にあ た って
現代社会 は国籍差別 ・人権差別 ・男女差別 ・障害者差別 ・学歴尊重主義によ
る差別等,様 々な社会問題を提起する。私の関心 も自然とこれらの問題に傾 く。
そうしたなかにあって,「高齢化社会」と学校における 「いじめ問題」が悲痛
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な 叫 び と な っ て私 の耳 に響 く。 き っ と,こ れ らの悲 痛 な叫 び を私 と同 じ想 い で
受 け止 めて い る人 々が い る と信 じる。
目下 の私 の生 涯 学 習 テ ー マ は 「い じめ」 で あ り 「人 権 問 題 」 で あ る。 これ ら
は単 に私 の個 人 的 学 習 課 題 と して で な く,緊 急 に対 策 に取 り組 む べ き重 要 課 題
と して,私 と い う個 人 の ラ イ フサ イ クル を超 え た次 元 に お いて 社 会 的 対 策 ・社
会 的解 決 を急 務 とす る 「社 会 問題 」 だ か らで あ る。
生 涯 学 習 に終 着 点 はな い。 一生,生 涯 学 習 の徒 で あ りた い と願 うもの であ る。
最 後 にな り ま した が,本 研 究 に関 し何 か と御 指 導 頂 きま した桂 暎 雄 立 命 大 講
師 に感 謝 します。
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